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□

□

鉄道機関の運行状況や気象情報など必要な情

報を 収集し た上で、従業員それぞれの帰宅手

段を決定する。

また、帰宅者を一斉に帰宅さ せるのではなく 、

それぞれの帰宅の時間を設定するなど、帰宅

を分散さ せる。

従業員を 帰宅さ せる際に、二次被害に遭わな

いよう 、帰宅の際の注意事項を説明する。

□

□

帰宅の際には、ト イレが使える中継地点、鉄道

を 利用する場合は、目的の駅までの全区間が

運転再開し ていること を確認し た上で、帰る時

間帯を見極める。

徒歩帰宅経路上の被害により 迂回を 強いら

れ、予想以上に時間を要する場合があることに

留意する。

Check

事業所の対応

Check 従業員の対応

公共交通機関再開後の帰宅

●一斉帰宅抑制の徹底により 、発災直後の移動による混乱を 防

げたとし ても 、混乱の収拾や鉄道の運転再開等に伴い、待機し

ていた大多数の待機者が一斉に移動を 開始すると 、新たな危

険が発生するおそれがあります。

　 　 そのため、帰宅手段や移動時間により 分散し て帰宅するこ

と を基本とし ます。

●鉄道の運転再開直後であっても 、すぐに通常ダイ ヤに戻ると

は限り ません。徒歩帰宅ができる方は可能な限り 徒歩で帰宅

しましょう 。

帰宅は発災4 日目以降を 目途に開始し てく ださ い！（ 分散帰宅）

●発災から 7 2 時間（ 3 日間）の人命救助に重要な期間が経過し た後

●発災時の混乱がある程度収束し 、移動し ても 応急活動への支障や群衆事故等の二次災害をも たらさ ない。

●通行可能な帰宅経路または鉄道が運転再開するなど公共交通機関を基本と する移動手段が確保さ れている。

帰宅が可能な状態の目安

◆分散帰宅の方針の検討・ 帰宅開始

運転再開

予定
○○線××行き

　 2 0時0 0 分予定

○○線△△行き

　 2 0時1 2 分予定

◎◎線▽▽行き

　 2 0時4 0 分予定

◎◎線□□行き

　 2 0時4 0 分予定

災害対策マニュアル
策定会議
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事業所継続・

早期復旧のための

事前対策

大地震が発生すると

通常の経済活動は、一時的に停滞し ます。

自社が被災し て限ら れた経営資源の中で

事業活動を 再開さ せるためには、

「 何を・ いつまでに・ どのよう に復旧するのか」と いう

優先順位を あら かじ め決めておく こと が必要です。

BCP（ Bu sin e ss Co n tin u ity  Pla n・ 事業継続計画）を

策定・ 運用し 、災害時においても 従業員、取引先、

地域に信頼さ れる企業活動が重要です。

bosai-kiki_05-04
長方形
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事業継続・ 早期復旧のための事前準備BCP（ 事業継続計画）と は

事業所継続・ 早期復旧のための事前対策4

●防災計画が人命保護と 被害を最小限に抑える「 即応性」を 重視するのに対し 、BCPは防災計画を 基礎とし て事業所

の重要業務を早期に復旧し 、中長期的な事業の継続を目指します。

BCPの内容

①従業員の安全と 雇用、②顧客から の信用、③地域への貢献、と いった3 つの重要な視点から 、どのよう に

行動すべきかを考える。

一般的なBCP策定手順

●BCPは策定し て終わり ではあり ません。

従業員一人一人がBCPに対応できるよ

う 研修や訓練などPD C A サイ ク ルの実

施が重要です。

●常にBCPの内容を 現状に見合ったも の

とし ておく ために、日常的に変わってい

く こと への対応（ 従業員や取引先の連絡

先等）は定例業務とし て、BCPそのも の

（ 方針や事前対策等）については年間計

画の中で見直すタ イ ミ ン グを 決めるこ

と が重要です。

BCP運用の手順

●東日本大震災において、中小企業の多く が、貴重な人材や設備を失った

こと により 、廃業を余儀なく さ れまし た。

●被災の影響が少なかった企業においても 、復旧の遅れにより 自社製品・

サービスの供給が行えず、結果とし て顧客離れが起きて事業を縮小し 、

従業員を解雇し なければなら ないケースも 見受けら れまし た。

●緊急事態下でも 事業を継続できるよう 、BCPの策定・ 運用を 行う こと が

重要です。

BCPの必要性

◆BCPの策定によるメ リット

●事業所の従業員や顧客の命を守ること は、企業とし て

の社会的責務です。

従業員・ 顧客の命を 守る

●BC Pを 策定・ 運用するこ と で社会的な信用が得ら れ

ます。

営業力の強化

●BCPを 策定し ていない場合、事業の中断により 取引

先の取引停止等が発生するなど、事業経営が悪化す

るおそれがあります。

事業を 守る

●BCPの策定過程において、業務における非効率な作

業や手順が明確になるほど、業務の効率化や改善を

図ること ができます。

業務の効率化

●BCP（ Busin e ss Co n tin u ity Pla n・ 事業継続

計画）は、災害などの緊急事態が発生し た際

に、事業所の損害を 最小限に抑え、事業の継

続と 早期復旧を図るための計画です。

　 　 重要業務（ 非常時優先業務）の選定、事業

継続・ 早期復旧を進めるための方針、体制、手

順等を計画に位置づけます。

※一般的にBCPは、あら ゆるリ スク（ 自然災害ほかサイ バー攻撃、感染症等も 含む）を対象とし てします。

基本方針の決定（ 目的： 何のためにやる のか）1

商品・ サービス提供が停止すること により 、自社の売上に大きな影響が生じ るも のや顧客への影響が大き

なも のを挙げる。

重要商品の検討（ 優先順位： 何を 続け、何を やら な いのか）2

自社が被害を受けた場合の影響や事象を把握する。

最低限、緊急時の統括責任者や代理責任者2 名を決める。

被害状況の確認（ 現状認識： 今のままだと 、どう いう こ と になる のか）3

参照 中央区の被害想定▶ 2 ページ

緊急時の体制の整備（ 誰が何を やる のか）5

人（ 安否確認ルール、代替要員の確保）、情報（ 重要なデータ の適切な保管、情報収集・ 発信手段の確保）、

物（ 設備の固定、代替方法の確保）、金（ 緊急時に必要な資金の把握、現金・ 預金の準備）を整理する。

事前対策の実施（ 改善策： どう すれば改善でき る のか）4

参照 事業所内レイ アウト の工夫と 什器類の固定▶ 8 ページ 安否確認体制の整備▶ 14 ページ

事業所内の設備等の把握▶ 9 ページ

参照 災害対応組織の体制・ 役割▶ 10 ページ

PD CA サイ ク ル

BCPの概念図

現状予想復旧曲線

時間軸

許容限界

目標

復旧1 0 0 %

事前

事後

（ 初動対応& BCP対応）操
業
度（
製
品
供
給
量
な
ど
）

※内閣府ホームページ「 事業継続計画の概念図」を 基に作成

BCP（ 業務の継続・ 復旧、復興）

・ 優先業務の特定

・ 優先業務の復旧時間の設定

・ 代替手段の業務継続方法

防災計画（ 初動・ 応急、復旧対応）

（ 災害情報収集・ 従業員の安否確認等）

災害発生

目標 許容限界

BCP実践後の復旧曲線

BCP

許容さ れる期
間内に操業度
を復旧さ せる

2

許容限界以上の
レ ベルで 事業を
継続さ せる

3

目標と 現状の復旧時間剥離1

Pla n（ 計画）

・ BCPの策定

D o（ 実行）

・ 事前対策の実施

Check（ 点検）

・ 防災訓練を通し て

実効性の検証

A ct（ 改善）

・ BCPの改定

・ 取組の改善

災害対策マニュアル
策定会議
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地域への貢献

事業所継続・ 早期復旧のための事前対策4

防災訓練

●状況を把握する（ 積極的に情報を収集する）。

●情報などを整理し 、わかり やすく 記録する。

●リ ーダーは状況を判断し 、具体的に指示をする。

●情報を共有する（ 組織的活動）。

●業務の優先順位を決める（ 計画やマニュアルの活用）。

●業務に必要な情報を確認し たり 、連絡等を行い対応する（ 人員、資器材、関係機関など）。

●状況に応じ て、対応を見直す。

訓練のポイ ント

　 事業所ごと の防災対策を強化するため、 計画的に訓練を行う こと が重要です。

◆自衛消防訓練

●自衛消防訓練の種別とし ては、「 消火訓練」「 避難訓練」「 通報・ 伝達訓練」

「 応急救護訓練」を個別に行う「 部分訓練」と 、部分訓練を 一連の流れで

行う「 総合訓練」があり ます。

●防火管理者の選任が必要な建物・ 事業所の管理権原者は、防火管理者

に対し て自衛消防訓練を実施さ せなければなりません。

　 　 また、防火管理者の選任が不要な建物・ 事業所においても 、自衛消防

訓練の実施に努めなければなりません。

●多数の人が出入り する施設（ 病院や百貨店・ スーパーマーケット 、地下

駅舎など）は、「 消火訓練」と「 避難訓練」の年2 回以上の実施が義務付け

ら れています。

◆役割行動型訓練（ ロ ールプレイ ン グ）

●特定の条件下でコ ント ローラ ー（ 進行役）が災害事象を 付与し 、プレイ

ヤー（ 参加者）が対応行動や情報交換を 行い、状況を 予測し ながら 状況

判断などの意思決定を行う 訓練です。

●実際の災害発生時に近い状況を体験できるため、状況予測能力と 判断

能力の向上に適し ています。訓練対象と なる組織の状況などに応じ て、

シナリ オや状況付与の設定を 変化さ せること で、多様な訓練を 展開す

ること が可能です。

　 東京都では、企業防災アド バイ ザー支援事業に取り 組んでいます。

　 企業防災や帰宅困難者対策を 主なテーマに、社内で行う 研修で講師とし て説

明し てほし い、地震を想定し た訓練のやり 方について教えてほし いと いった相談

に対し 、無料で防災専門アド バイ ザーによる個別支援やオンラ インセミ ナーの開

催を通じ た支援をするも のです。

企業防災アド バイ ザー派遣

東京都

企業防災アド バイ ザー

支援事業

東京消防庁

自衛消防訓練　 冊子

BCP策定支援（ 参考資料）

●災害発生時、地域や事業所における「 自助」「 共助」の取組が極めて重要です。

●事業所は、地域社会の一員とし て、近隣住民や周辺事業所と 一体と なって災害対応を行う こと が求めら れています。

●従業員等の安全を確保し たう えで、周辺地域の状況を踏まえ、可能な範囲で災害活動の協力・ 支援を行えるよう 、日

頃から 地域と の顔の見える関係づく り をしましょう 。

◆活動例

●施設の一部を開放し 、被災者を受け入れる。　 ●地域の救出・ 救助活動に協力する。　 ●炊き出し の実施

組織力を 活かす…地域の安全を 守るために、マンパワーを 提供する。

●フォークリフト 、重機、台車等の活用・ 提供　 ●ト ラック 等運搬車両、物資の仕分けスペースの提供

資力を 活かす…日常業務で使用し ている資器材等を 応急・ 復旧対応に活用する 。

●道路等損壊箇所の応急措置　 ●技術者・ 作業員の派遣　 ●介護活動の支援

技術力を 活かす…医療・ 土木・ ICT等専門知識・ 技術を 応急・ 復旧対応に活用する。

●応用編

テレワーク の活用やオンラ イ ンを 活用し た意思決定を 行える仕組み、情報セキュリ

ティ 強化等についてまと めています。

内閣府「 事業継続ガイド ラ イ ン（ 令和5 年3 月）」

●入門編、応用編

中小企業の特性や実状に基づいたBCP策定・ 継続的な運用の具体的方法を 分かり

やすく 説明し ています。指針に沿った作業により 、策定が容易になります。

経済産業省中小企業庁「 中小企業BCP策定運用指針」

●入門編、応用編

中小企業のBCP策定の取組を 推進するため、BCP策定の重要性を学ぶ普及啓発や

講座、専門家によるアド バイ ス等により 支援し ています。

公益財団法人 東京都中小企業振興公社「 BCP策定支援ポータ ル」

行　 政

（ 区・ 警察・ 消防）
周辺事業所

地　 域

（ 町会・ 自治会等）

事業所


